
全国段ボール工業組合連合会に対する要請について 

 

令和８年１０月２２日 

公 正 取 引 委 員 会 

中 小 企 業 庁 

経 済 産 業 省 

 

公正取引委員会は、段ボール製品、紙器製品等の製造販売業者が、改正前の下請代

金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号。以下「下請法」といいます。）第４

条第２項第３号（不当な経済上の利益の提供要請の禁止）の規定に違反する行為を行

っていた事実が認められたことから、下請法に基づく勧告をこの１年間で２件行いま

した（別紙１参照）。 

これらの２件は、いずれも、委託事業者が中小受託事業者に対し、貸与していた印

版等を用いて製造する段ボール製品、紙器製品等の発注を長期間行わないにもかかわ

らず、中小受託事業者に生じる印版等の保管に係る費用を負担することなく中小受託

事業者に印版等を保管させていた行為が、不当な経済上の利益の提供要請に該当する

と判断されたものです。また、これらの２件に関する調査では、印版等を中小受託事

業者が無償で保管することが業界の商慣習となっていることが確認されました。 

以上を踏まえ、公正取引委員会、中小企業庁及び経済産業省は、令和８年１０

月２２日、全国段ボール工業組合連合会に対し、次の事項を要請しました。 

○ 上記２件の勧告の事例及び中小受託事業者に印版等を無償で保管させることが

問題となることを記載したリーフレット（別紙２参照）を業界内へ周知すること。 

○ 製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する

法律（以下「取適法」といいます。）の規定に違反する行為の是正及び未然防止に努

めるために取り組むことや価格転嫁に係る法令遵守を徹底するよう、会員企業に対

して促すこと。 

○ 中小受託事業者に印版等を無償で保管させるといった商慣習の見直しに取り組

み、その後も継続的なフォローアップを行い、業界全体の取引適正化を一層推進す

ること。 

 

公正取引委員会及び中小企業庁は、引き続き、段ボール製品、紙器製品等の製造販

売業者による取適法の規定に違反する行為について、迅速かつ厳正に対処します。 

 

 

 

  

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部第一取適上席 

        電話 ０３－３５８１－５４８８（直通） 

       中小企業庁事業環境部取引課 

        電話 ０３－３５０１－１７３２（直通） 

経済産業省製造産業局素材産業課 

        電話 ０３－３５０１－１７３７（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 

       https://www.chusho.meti.go.jp/ 

       https://www.meti.go.jp/ 

https://www.chusho.meti.go.jp/


別紙１ 

 

段ボール製品、紙器製品等の製造販売業者に対する下請法に基づく勧告 

勧告年月日 件名 概要 

令和８年 

１０月２２日 

王子コンテナ

ー株式会社に

対する件 

王子コンテナー株式会社は、下請事業

者１４０名に対し、自社又は自社の顧客が

所有する印版、木型及び金型（以下「印版

等」という。）を貸与し、自社が製造を請

け負う段ボール製品、紙器製品等の製造を

委託したところ、遅くとも令和６年６

月１日から令和７年１１月２６日までの

間、当該印版等を用いて製造する製品の発

注を長期間行わないにもかかわらず、当

該１４０名に生じる計９，６１０個の印版

等の保管に係る費用を負担することなく、

当該１４０名に当該印版等を保管させた。 

令和８年 

３月１３日 

日本トーカン

パッケージ株

式会社に対す

る件 

日本トーカンパッケージ株式会社は、下

請事業者１３２名に対し、自社又は自社の

顧客が所有する印版及び木型（以下「印版

等」という。）を貸与し、自社が製造を請

け負う段ボール製品、紙器製品等の製造を

委託したところ、遅くとも令和６年４

月１日以降、当該印版等を用いて製造する

製品の発注を長期間行わないにもかかわ

らず、当該１３２名に生じる計７，８４６

個の印版等の保管に係る費用を負担する

ことなく、当該１３２名に当該印版等を保

管させた。 

 

  



別紙２ 

 

 

 


